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１ 経営戦略の策定の目的 

本市の水道事業は、合併前の旧市町村が各地域で多くの水道・簡易水道事業を創設し、

住民生活や産業を支える重要なライフラインとして大きな役割を果たしてきました。 

平成17年３月の１市２町１村の合併にともない、新市に各地域の水道事業等が引き継が

れ、令和２年４月には簡易水道事業に地方公営企業法の全部を適用し、全ての事業を公営

企業会計に移行することで、現在の湯沢市水道事業となりました。 

近年、水道事業においては、人口減少にともない水需要及び給水収益は減少傾向にある

ほか、今後、老朽化による施設の更新が本格化する時期を迎え、さらに厳しい経営状況に

なることが予想されます。 

加えて、気象変動に伴い近年多発している大雨の激甚化、大規模地震等の自然災害への

防災・減災対策等、幅広い分野での対応が求められています。 

こうした、水道事業を取り巻く環境の変化に対応するため、既存の経営戦略である「湯

沢市水道事業会計経営戦略」及び、「湯沢市簡易水道特別会計経営戦略」の投資・財政計

画を全面的に改定した経営戦略を策定し、さらなる経営基盤の強化と財政マネジメントの

向上を目指すものです。 

  

２ 経営戦略の位置付け 

本市では、まちづくりの最上位総合計画である「湯沢市総合振興計画」を策定し、目指

すべき本市の将来像と方向性を定めています。 

一方、国においては、国土交通省が「新水道ビジョン」を、総務省が「経営戦略」の策

定方針を示し、将来にわたりサービスの提供を安定的に継続していくための「経営戦略」

の策定を要請しています。 

「湯沢市水道事業経営戦略」は、総務省が示す「経営戦略」の策定方針に基づき、本市

水道事業マスタープランである「湯沢市水道ビジョン」で掲げた基本理念、基本方針及び

施策目標を実現するための経営の方向性を示すものであり、経営健全化に向けた中長期的

な経営の基本計画に位置付けるものです。 

      

  

 
第１章 経営戦略の趣旨  

■10年間の投資・財政計画

 ■投資の試算

安全■   ■財源の試算

強靭■    ■効率化・健全化のための取組方針

持続■

  水道事業の50年、

  100年間の見通し■

新水道ビジョン

（国土交通省）
地域とともに、

信頼を未来につなぐ

日本の水道

【関連計画】 令和4年度策定

●湯沢市水道施設整備構想

●湯沢市水道事業アセットマネジメント

●湯沢市水安全計画

湯沢市水道ビジョン

令和５年３月策定

水道施設整備計画

（10年間）

経営戦略

（総務 省）

公営企業の経営健全化

公営企業アドバイザー
（専門知識を活かした助言）

湯沢市総合振興計画

豊かな自然が輝く安全で暮らしやすいまち

湯沢市

水道事業経営戦略
令和７年３月改定

湯沢市上下水道事業懇談会
（市民の意見・提言）秋田県水道ビジョン

令和３年３月策定

パ ブ リ ッ ク コ メ ン ト
（市民の意見・提言）
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3 経営戦略の改定 

平成28年度に策定した「湯沢市水道事業経営戦略」は、令和７年度末までの10年間、ま

た、平成27年度に策定した「湯沢市簡易水道事業経営戦略」は、令和６年度末まで10年間

が計画期間がとなっています。令和２年４月より簡易水道事業を加え、地方公営企業法の

全部を適用し、地方公営企業法に準じた会計を実施しており、簡易水道事業については、

経営戦略策定時とは異なる会計方式となっています。 

令和４年度には、本市の水道事業が社会基盤事業として50年後、100年後も継続して、

生活と産業を支える重要なライフラインとして機能していくために、水道事業として当面

の間に取り組むべき事項及び方策等を示した「湯沢市水道ビジョン」を策定しています。 

「湯沢市水道事業経営戦略」についても、簡易水道事業の会計方式の変更、「湯沢市水

道ビジョン」と整合を図ることなど、従来の経営戦略を大幅に見直す必要が生じたため、

これを改定するものです。 

 

4 経営戦略の検討にあたって 

本経営戦略の改定にあたり、学識経験者や市民の代表者で構成された湯沢市上下水道事

業懇談会から、今後の経営等のあり方、取り組むべき課題及びその方策について意見を聴

取し本経営戦略に反映しています。 

また、地方公営企業の経営の専門知識を有する、本市の公営企業アドバイザーの助言も

取り入れながら、本経営戦略の改定を行いました。 
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5 SDGs との連携 

持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals）は、2015 年９月の国連サミッ

トで採択された先進国を含む国際社会全体の開発目標であり、2030年を期限とする包括的

な 17 の目標と 169 のターゲットで構成されています。 

本市のまちづくりの最上位計画である「湯沢市総合振興計画」では、基本目標を実現す

るための分野ごとに、ＳＤＧｓの17の目標を関連付け、「誰一人取り残さない」持続的な

社会の発展を目指すこととしています。 

本市の水道事業においても、こうしたＳＤＧｓの理念を踏まえ、目指すべき将来像の実

現に向けて施策に取り組みます。 

 

【持続可能な水道事業運営】 

 

 

 

 

 

 

※1 アジェンダ  人間・地球及び繁栄のための行動計画としての宣言及び目標 

 

  本経営戦略、次の目標に貢献できると考えられます。 

   

 

ＳＤＧｓは、2015 年９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェ

ンダ※1」にて記載された 2016 年から 2030 年までの国際目標です。持続可能な世界を実現する

ための 17 のゴール・169 のターゲットから構成され、地球上の誰一人として取り残さないことを

誓っています。 
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6 計画期間 

本経営戦略の計画期間は、令和７年度から令和16年度までの10年間とします。 

なお、計画の見直しは概ね３年から５年後を目途に行うほか、社会情勢の変化や施策の達成

状況に応じて適宜見直しを行います。 

 

 

 

 

7 その他 

本経営戦略は、平成31年３月に総務省から通達された「経営戦略策定・改定ガイドライン」

及び、令和４年１月に同省から通達された「「経営戦略」の改定推進について」、「経営戦略

策定・改定マニュアル（改訂版）」に沿って改定を行っています。 

 

  

　　    年度

 計画名

令和

５
年度

令和

６
年度

令和

７
年度

令和

８
年度

令和

９
年度

令和

10
年度

令和

11
年度

令和

12
年度

令和

13
年度

令和

14
年度

令和

15
年度

令和

16
年度

令和17年度

～
将来

湯沢市
水道ビジョン

湯沢市
水道事業
経営戦略

計画期間

（令和５年度から令和14年度まで）

見直し

計画期間

（令和７年度から令和16年度まで）

見直し

中長期的な水道事業の見通し
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１ 水道事業の現況 

（１）給水の現況 

本市においては上水道２事業、簡易水道22事業、小規模水道７事業の合計31水道事業を

経営しており、令和５年度の水道普及率は92.52％となっています。 

＜水道事業の沿革＞ 

  

 
第 2 章 水道事業の概要  

（令和５年度）

創設 最終 給水人口 一日最大給水用

昭和30年 20,000人 4,000㎥／日 （関口浄水場整備）

昭和34年 23,500人 4,700㎥／日 第１次拡張

昭和36年 27,000人 5,400㎥／日 第２次拡張

昭和51年 27,000人 10,800㎥／日 第３次拡張

昭和53年 29,800人 13,410㎥／日 第４次拡張(岩崎浄水場設備)

昭和60年 29,800人 13,410㎥／日 区域拡張

平成13年 26,400人 17,450㎥／日 第５次拡張(岩崎浄水場設備)

平成17年 26,010人 17,140㎥／日 区域拡張

昭和37年 3,000人 450㎥／日

平成18年 4,690人 2,462㎥／日 区域拡張

昭和37年 340人 51㎥／日

平成元年 301人 77㎥／日 区域拡張

平成７年 580人 162㎥／日

平成16年 782人 219㎥／日 区域拡張

高松東部簡易水道 平成13年 194人 51㎥／日 81人

泥湯小規模水道 昭和45年 35人 26㎥／日 10人

下新田小規模水道 平成元年 32人 7㎥／日 2人

湯沢　計 32,044人 19,982㎥／日 23,357人

平成５年 12,000人 4,430㎥／日

平成11年 10,860人 4,430㎥／日 区域拡張

平成18年 9,173人 3,992㎥／日 区域拡張

稲川　計 9,173人 3,992㎥／日 7,389人

三ツ村簡易水道 昭和32年 280人 42㎥／日 80人

湯ノ岱簡易水道 昭和43年 480人 191㎥／日 122人

磯簡易水道 昭和44年 165人 24㎥／日 29人

野中簡易水道 昭和44年 310人 46㎥／日 189人

真木簡易水道 昭和45年 115人 17㎥／日 31人

南沢簡易水道 昭和48年 115人 18㎥／日 21人

小沢簡易水道 昭和49年 120人 18㎥／日 31人

川井簡易水道 平成２年 250人 79㎥／日 126人

院内簡易水道 平成８年 2,360人 834㎥／日 1,069人

横堀・小野簡易水道 平成16年 3,538人 1,226㎥／日 1,344人

中山小規模水道 昭和46年 25人 3㎥／日 20人

岳ノ下小規模水道 昭和47年 70人 10㎥／日 40人

小渕ケ沢小規模水道 昭和47年 73人 13㎥／日 15人

矢地ノ沢小規模水道 平成６年 41人 10㎥／日 9人

雄勝　計 7,942人 2,531㎥／日 3,126人

小安簡易水道 昭和42年 450人 81㎥／日 163人

昭和43年 335人 192㎥／日

昭和62年 480人 340㎥／日

昭和54年 170人 45㎥／日

平成７年 146人 45㎥／日

板戸簡易水道 平成５年 315人 171㎥／日 207人

長石田簡易水道 平成７年 118人 40㎥／日 57人

平成10年 380人 127㎥／日

平成15年 413人 137㎥／日

中生簡易水道 平成11年 260人 78㎥／日 97人

落合・沖ノ沢簡易水道 平成11年 106人 32㎥／日 75人

市野小規模水道 昭和57年 87人 17㎥／日 44人

皆瀬　計 2,375人 941㎥／日 1,022人

合計 51,534人 27,446㎥／日 34,894人

貝沼・皿小屋簡易水道

175人

61人

143人

稲川
稲川地区上水道 7,389人

雄勝

湯元簡易水道

皆瀬

羽場簡易水道

19,792人

2,965人

139人

368人

湯沢 山田簡易水道

宇留院内簡易水道

高松簡易水道

湯沢地区上水道

適用地域 水道事業名称
認可 計画

給水人口
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＜給水区域＞ 

主に平地に位置する上水道と山間部に位置する簡易水道や小規模水道があり、市内のほ

ぼ全域に給水するため、運営する水道事業数も多く、給水区域も広範囲にわたります。 

 

＜給水区域図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

湯元簡易水道

凡　　例

上水道区域

簡易水道区域

小規模水道区域

上水道区域

簡易水道区域

小規模水道区域

稲川地域

雄勝地域

泥湯小規模水道

稲川地区上水道

三ツ村簡易水道

湯ノ岱簡易水道中山小規模水道

市野小規模水道

長石田簡易水道

山田簡易水道

高松簡易水道

院内簡易水道

南沢簡易水道

小沢簡易水道

真木簡易水道

川井簡易水道

野中簡易水道

板戸簡易水道

小安簡易水道

羽場簡易水道

中生簡易水道

宇留院内簡易水道

高松東部簡易水道

下新田小規模水道

岳ノ下小規模水道

横堀・小野簡易水道

磯簡易水道

矢地ノ沢小規模水道

小渕ケ沢小規模水道

貝沼・皿小屋簡易水道

落合・沖ノ沢簡易水道

湯沢地区上水道
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（２）施設の現況 

 水道事業数が多いため、施設数も多く、日常の巡回点検や運転管理に多くの労力を費や

しています。 

＜施設等一覧＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 給水区域図は湯沢市水道ビジョンから引用 

 

（令和５年度）

関口第１配水池 PC 1,370㎥

関口第２配水池 PC 2,230㎥

裏門配水池 PC 300㎥

岩ノ沢配水池 RC 65㎥

相川配水池 PC 710㎥

岩崎第１配水池 RC 1,140㎥

岩崎第２配水池 RC 765㎥

山田第１配水池 SUS 1,060㎥

山田第２配水池 SUS 300㎥

宇留院内第１配水池 RC 20㎥

宇留院内第２配水池 RC 20㎥

高松浄水場 表流水 急速ろ過処理 高松第１配水池 RC 162㎥

高松浄水場（上地） 湧水 膜ろ過処理（上地） 高松配水池（上地） RC 74㎥

高松東部第１配水池 RC 56㎥

高松東部第２配水池 RC 20㎥

泥湯小規模水道 泥湯浄水場 湧水 塩素減菌処理 泥湯配水地 RC 11㎥

下新田小規模水道 下新田浄水場 湧水 塩素減菌処理 下新田配水池 RC 8㎥

右岸高区配水池 PC 757㎥

菅生・瀬野ケ沢配水池 RC 273㎥

右岸低区配水池 PC 1,450㎥

左岸配水池 PC 338㎥

藤倉配水池 RC 149㎥

三ツ村簡易水道 三ツ村浄水場 湧水 塩素減菌処理 三ツ村配水池 RC 24㎥

湯ノ岱簡易水道 湯ノ岱浄水場 地下水 膜ろ過処理 湯ノ岱配水池 RC 140㎥

磯簡易水道 磯浄水場 湧水 塩素減菌処理 磯配水池 RC 19㎥

野中簡易水道 野中浄水場 湧水 塩素減菌処理 野中配水池 RC 35㎥

真木簡易水道 真木浄水場 湧水 塩素減菌処理 真木配水池 RC 15㎥

南沢簡易水道 南沢浄水場 湧水 塩素減菌処理 南沢配水池 RC 14㎥

小沢簡易水道 小沢浄水場 湧水 塩素減菌処理 小沢配水池 RC 24㎥

川井簡易水道 川井浄水場 地下水 塩素減菌処理 川井配水池 RC 103㎥

院内簡易水道 院内浄水場 表流水 急速ろ過処理 院内配水池 PC 800㎥

横堀・小野簡易水道 横堀・小野浄水場 湧水・地下水 膜ろ過処理 横堀・小野配水池 SUS 700㎥

中山小規模水道 中山浄水場 湧水 塩素減菌処理 中山配水池 RC 6㎥

岳ノ下小規模水道 岳ノ下浄水場 湧水 塩素減菌処理 岳ノ下配水池 RC 7㎥

小渕ケ沢小規模水道 小渕ケ沢浄水場 湧水 塩素減菌処理 小渕ケ沢配水池 RC 8㎥

矢地ノ沢小規模水道 矢地ノ沢浄水場 表流水 急速ろ過処理 矢地ノ沢配水池 RC 20㎥

小安簡易水道 小安浄水場 湧水 塩素減菌処理 小安配水池 RC 48㎥

湯元簡易水道 湯元浄水場 湧水 塩素減菌処理 湯元配水池 RC 259㎥

羽場簡易水道 羽場浄水場 湧水 塩素減菌処理 羽場配水池 RC 37㎥

板戸簡易水道 板戸浄水場 湧水 塩素減菌処理 板戸配水池 RC 97㎥

長石田簡易水道 長石田浄水場 湧水 塩素減菌処理 長石田配水池 RC 67㎥

貝沼・皿小屋配水池 RC 136㎥

若畑配水池 RC 43㎥

中生簡易水道 中生浄水場 湧水 膜ろ過処理 中生配水池 RC 102㎥

落合・沖ノ沢簡易水道 落合・沖ノ沢浄水場 地下水 塩素減菌処理 落合配水池 RC 59㎥

市野小規模水道 市野浄水場 湧水 塩素減菌処理 市野配水池 RC 15㎥

合計 14,056㎥

膜ろ過処理

地域 水道事業名称
構造

形式
容量

岩崎浄水場 伏流水

浄水場名称 水源種別 浄水処理方法 配水池名称

関口浄水場 地下水・伏流水 塩素減菌処理

稲川

雄勝

皆瀬

貝沼・皿小屋簡易水道

湯沢

湯沢地区上水道

山田簡易水道

宇留院内簡易水道

高松簡易水道

高松東部簡易水道 高松東部浄水場 湧水 膜ろ過処理

山田浄水場 地下水・伏流水 塩素減菌処理

宇留院内浄水場 湧水 塩素減菌処理

貝沼・皿小屋浄水場 地下水 塩素減菌処理

稲川地区上水道

稲川第１浄水場

稲川第２浄水場

地下水

地下水 塩素減菌処理

塩素減菌処理
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＜施設等位置図＞                                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

湯沢地域

雄勝地域

稲川地域

皆瀬地域

岩崎浄水場

岩崎配水池

裏門配水池 岩ノ沢配水池

関口配水池

関口浄水場山田浄水場

山田配水池

相川配水池

高松浄水場

高松配水池

高松東部浄配水場

下新田浄配水場

泥湯配水池

右岸低区配水池

稲川第１・２浄水場

左岸配水池 右岸高区配水池

藤倉配水池

菅生・瀬野ケ沢配水池 長石田配水池

長石田浄水場

羽場浄配水場

市野浄配水場

小安浄配水場

板戸浄水場
板戸配水池

貝沼・皿小屋浄配水場

落合・沖ノ沢浄配水場

湯元浄水場
湯元配水池

矢地ノ沢浄配水場

湯ノ岱配水池
湯ノ岱浄水場

横堀・小野浄水場

横堀・小野配水池

院内浄水場
院内配水池

南沢浄配水場

磯浄配水場

川井配水池

川井浄水場
岳ノ下浄配水場

中山浄配水場

小沢浄配水場

野中配水池

小渕ケ沢浄配水場

真木配水池

三ツ村浄配水場 上地浄配水場

真木浄水場

野中浄水場 泥湯浄水場

中生浄配水場

若畑配水池

宇留院内第１浄配水池

宇留院内第２浄配水池

市役所本庁舎

皆瀬支所

稲川支所

雄勝支所

■

●

凡　例

浄水場

配水池

本庁舎・支所
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（３）管路の現況 

管理する管路の総延長は、次のとおりです。 

 

 

 

管路は広範囲にわたり布設されており、市内一円に給水しています。 

＜管路布設状況図（管種別）＞ 

 

 

 

 

用途別及び管種別延長一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（令和 3 年度） 

40

㎞

（令和５年度）

導水管 送水管 配水管 合計

52,348m 36,415m 530,869m 619,632m



- 10 - 

（４）水道料金の現況 

  ①料金 

 本市水道事業の料金体系は、メーター口径毎に区分し、それぞれ基本料金と超過料金

を設定しています。令和元年10月１日から、次の表の料金体系としています。  

 

 

 

 

 

 

 

【算定例】メーター口径が20㎜で、使用水量が月20㎥の場合 

      基本料金 2,095円 …①   超過料金 （20㎥－8㎥）×189円＝2,268円…② 

      水道料金＝①＋②＝4,363円 

 

②県内他市町村の料金（上水道家庭用のみ）  令和４年度秋田県水道施設現況調査より 

 

 

③市町村合併後の水道料金の推移 

本市では市全体の水道料金統一等のため、市町村合併後、平成23年９月から令和元年

10月までの間、段階的に料金改定を行ってきました。 

仙北市

美郷町

羽後町
八郎潟町

小坂町

鹿角市
北秋田市(森吉・合川)

三種町
男鹿市

湯沢市(湯沢)

五城目町

井川町(潟上市の一部を含む)

由利本荘市

横手市

潟上市

湯沢市(稲川)

基本
水量
(㎥)

基本
料金
(円)

超過
料金

(円/㎥)

5

5

0

0

事業主体名

北秋田市(鷹巣)
にかほ市

秋田市

大館市

能代市

大仙市

10

10

154

2,095 189

水道料金（消費税込み）

10㎥
料金
(円)

20㎥
料金
(円)

0

0

1,375 2,860

2,310 3,960

5

770 60

880 143

1,177 99

830 74 1,570 2,930
1,276 165 1,419 3,069

704

10

10

10

8
10

0
10

8

10

8

8

0

5

550 126 1,815 3,685
1,672 3,652

792 198 1,782 3,762

1,980 198 1,980 3,960

1,100 55 1,815 3,795
2,244 3,949

1,925 242 1,991 4,411
1,320 260 2,640 5,280

2,090 319 2,266 5,456

2,473 4,363
1,812 208 2,228 4,308
1,935 220 1,935 4,135

2,095 189 2,473 4,363

970 121 970 2,180

1,810 181 1,810
605 187 1,650 3,520

1,257 168 1,687 3,367

1,350 120 1,350 2,550

3,620

メーター口径
 基本水量

（１ケ月につき）
 基本料金

（１ケ月につき）

超過料金
（基本水量8㎥を超え
る部分1㎥につき）

13～25mm 8㎥ 2,095円 189円

30～50mm 8㎥ 2,514円 220円

75～100mm 8㎥ 3,142円 220円
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（５）組織の現況                        

１）組織体制 

本市では、令和２年度に水道課と下水道課を組織統合し、上下水道課として事業経営の

効率化を進めたことと、包括的民間委託を導入したことにより、上下水道事業に携わる職

員数は減少しています。 

また、令和２年度からは、上水道事業に加え、簡易水道事業を公営企業会計に組み入れ、

地方公営企業法の全部を適用し、経営の効率化と健全化を推進しています。 

組織体制 

 

 

 

 

 

 

 

２）上下水道課職員数の推移 

 

 

 

 

 

 

３）技術系職員の状況 

平成29年度以降、技術系職員の採用はなく、技術者の高齢化が進んでいます。技術系職

員は、令和10年度には23人まで減少し、50歳以上の割合は全体の半数を超えると見込まれ

ます。 

年代別技術系職員の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（令和５年度） 

※定年退職による減員を見込んだ推移になります。 

37人

28人 27人

23人

0

5

10

15

20

25

30

35

40

H29 R3 R5 R10

(人)

(年度)

3
7

人 2
8

人

2
7

人

2
4

人

0

50

H29 R5

18～20歳

21～25歳

26～30歳

31～35歳

36～40歳

41～45歳

46～50歳

51～55歳

56～60歳

 

令和
２

年度

令和
３

年度

12 11 10 9

31 33 33 29 28 26 20 17

14 16 16 13技術職

合計

職種

事務職

令和
４

年度

令和
５

年度

9 10

8 8

17 18

17 17 17 16 16 15 10 8

平成
26
年度

平成
27
年度

平成
28
年度

平成
29
年度

平成
30
年度

令和
元

年度
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2 これまでの主な経営健全化の取組 

① 水道施設運転管理等業務の包括的民間委託 

  平成29年度から、水道施設の運転管理等を包括的民間委託することにより、民間企業

の豊富な人的資源やノウハウ、技術力を活用し、水道施設の運転管理を円滑に行うとと

もに、各施設の機能を効率的に運用しています。 

このことにより、専門的な技術が継承され、お客様サービスの向上のほか水道施設の

維持管理や危機管理体制の強化が図られています。 

② 上下水道事業窓口等業務の包括的民間委託 

令和２年度から、料金収納及び開閉栓、検針業務等を包括的民間委託することによ

り、民間企業の豊富な人的資源やノウハウ、技術力を活用し、お客様サービスの向上と

事務の効率化が図られています。 

 

① 水道の開閉栓等の電話申請等 

  令和２年４月から水道の開始（開栓）・中止（閉栓）等の申請を、電話で行うことが

できるようになったほか、パソコンやスマートフォンを使用して、いつでもどこでもイ

ンターネットで行うことができるようにもなり、手続きの簡素化によるお客様の利便性

向上と事務の効率化を図りました。 

 

② 水道料金の口座振替のＷｅｂ申請 

  令和４年10月から水道料金の口座振替の受付を、パソコンやスマートフォンを使用し

て、いつでもどこでもインターネットで行うことができるようになり、手続きの簡素化

によるお客様の利便性向上と事務の効率化を図りました。 

 

 ③ 多様な水道料金納入方法の導入 

  令和元年４月からキャッシュレス決済で納入ができるようになり、納入方法の多様化に

よるお客様の利便性と収納率の向上を図りました。 

 

④ 湯沢市上下水道事業懇談会 

水道事業並びに下水道等の各事業について、今後の経営等のあり方、取り組むべき課

題及びその方策について、意見を聴取し、その内容を各事業に反映させるため、水道及

び下水道等の使用者、学識経験者等からなる湯沢市上下水道事業懇談会を令和４年度に

設置し、開催しています。 

 

 

  

 

 

 Ⅰ．民間活力の導入 

 Ⅱ．サービスの向上 
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① 組織体制の効率化による職員数の削減 

  令和２年度に上水道事業に加え、簡易水道事業を公営企業会計に組み入れ、民間活力

の導入と併せ、水道課と下水道課を組織統合し、上下水道事業に携わる職員数を削減し

ました。平成28年度に比べると、職員数は約４割減少しています。 

 

① 水道施設の更新等 

水道施設の保守点検や整備を定期的に実施することで、施設の延命化を行ってきまし

た。 

また、水道施設の状態・健全度を適切に評価し、人口減少にともなう水需要等の推移

を踏まえ、効率よく整備を行っています。更新の際には、耐震化を図り災害に強い水道

施設を構築しています。 

 

① 水道料金の改定 

前経営戦略計画期間内には、平成28年９月から令和元年10月までの間、段階的に料金

改定を行ってきました。 

 

① 業務状況 

 市のホームページに、毎年度、上半期・下半期の業務状況を公開しています。 

 

② 湯沢市上下水道事業懇談会 

市のホームページに、湯沢市上下水道事業懇談会の内容を公開しています。 

 

①  湯沢市水道ビジョンの策定 

令和５年度から令和14年度までの10年間を計画期間とし、本市の水道事業の将来像を

見据えた基本理念と、実現するための基本方針、施策目標、具体的な実現方策について

示した「湯沢市水道ビジョン」を策定しました。 

 

  

  

 Ⅲ．組織体制の効率化 

 Ⅳ．水道施設の整備 

 Ⅴ．経営基盤強化 

 Ⅶ．水道ビジョンの策定 

 Ⅵ．情報の公開 
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3 経営比較分析表等を活用した現状分析（令和 4 年度決算 経営比較分析表） 

総務省が公表している経営比較分析表に記載の経営指標等を用いて、本市水道事業の経

営状況について現状分析しました。 

本経営指標は、類似団体との経営環境比較を可能とするため、各年度の地方公営企業決

算状況調査等を基礎とし、集計したデータに基づき作成したものです。 

  

 

 

 

（１）経営の健全性・効率性 

①経常収支比率（％）（経常収益÷経常費用×100） 

当該年度において、給水収益や一般会計からの繰入金等の収益で、維持管理費や支払利

息等の費用をどの程度賄えているかを表す指標です。 

単年度の収支が黒字であることを示す「100％以上」となっていることが必要であり、

数値が100％未満の場合、単年度の収支が赤字であることを示しているため、経営改善に

向けた取組が必要です。 

 
すべての事業で100％を上回り、類

似団体平均値を若干上回っているもの

の、人口減少に伴い今後も給水収益の

増加は見込めないことから、引き続き

経営最適化を図らなければならない状

況です。 

②累損欠損金比率（％）（当年度未処理欠損金÷（営業収益−受託工事収益）×100） 

営業活動により生じた損失で、前年度からの繰越利益剰余金等でも補填することができ

ず、複数年度にわたって累積した欠損金の状況を示す指標です。 

 
累積欠損金が発生していないことか

ら、実績値が０％で推移しています。

（青色の縦棒グラフがない状態となっ

ています。） 

グラフ凡例   

■ 本市の実績値    

 

類似団体平均値※   
※給水人口規模が３万人以上５万人未満の 

市町村の平均値 

 

【 】令和４年度全国平均  
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 ③流動比率（％）（流動資産÷流動負債×100） 

短期的な債務に対する支払能力を表す指標です。１年以内に支払うべき債務に対して支

払うことができる現金等がある状況を示すもので、100％以上であることが望まれます。 

 
繰入金等により100％を超えてお

り、短期的な支払能力については問題

ない状況です。 

④企業債残高対給水収益比率（％）(企業債現在高合計÷給水収益×100) 

給水収益（料金収入）に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を表す指標

です。数値が低いほど、将来世代への負担が小さいといえます。 

 
前年度より低下しているものの、引

き続き類似団体平均値を上回っていま

す。 

今後も、施設更新等が控えているた

め、適正規模の更新と投資を行う必要

があります。 

⑤料金回収率（％）(供給単価÷給水原価×100) 

給水に係る費用が、どの程度料金収入で賄えているかを表した指標であり、料金水準等

を評価することが可能です。 

給水原価が供給単価を下回っている場合、料金回収率が100％を下回り、給水に係る費

用が料金収入以外の収入で賄われていることを示しています。 

 
前年度より低下し、引き続き類似団

体平均値を下回っています。 

人口減少に伴い、今後さらに有収水

量が減少し給水収益の増も見込めない

ことから、経営の改善を図らなければ

ならない状況にあります。 
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⑥給水原価（円） 

((経常費用－(受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費)－長期前受金戻入) 

÷年間総有収水量) 

有収水量１㎥あたりについてどれだけの費用がかかっているかを示す指標です。 

数値が低いほど、少ない費用で給水が行われていることを示しています。 

 
類似団体平均値と比較すると恒常的

に高く推移しています。 

更なる有収水量の確保は難しいこと

から、費用の削減はもとより、適正な

施設規模の更新等、投資の効率化を検

討する必要があります。 

⑦施設利用率（％）(一日平均配水量÷一日配水能力×100) 

一日配水能力に対する一日平均配水量の割合であり、施設の利用状況や適正規模を判断

する指標です。一般的には高い数値であることが望まれます。 

 
類似団体平均値より低く推移してお

り、今後は施設の統廃合やダウンサイ

ジング等の検討を行っていく必要があ

ります。 

⑧有収率（％）(年間総有収水量÷年間総配水量×100) 

施設の稼動が収益につながっているかを判断する指標です。100％に近ければ近いほど

施設の稼働状況が収益に反映されています。 

 
配水管等の漏水により前年度より低

下しています。今後も漏水調査や迅速

な漏水修繕を行い、数値の改善に努め

ていく必要があります。 
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（２）老朽化の状況 

 ①有形固定資産減価償却率（％） 

（有形固定資産減価償却累計額 ÷有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価×100） 

有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表す指標で、資

産の老朽化度合を示しています。 

一般的に、数値が高いほど、法定耐用年数に近い資産が多いことを示しており、 将来

の施設の更新等の必要性を推測することができます。 

 
前年度より上昇しています

が、類似団体平均値を下回っ

ている状況です。 

②管路経年化率（％）（法定耐用年数を経過した管路延長÷管路延長×100） 

法定耐用年数を超えた管路延長の割合を表す指標で、管路の老朽化度合を示していま

す。 

一般的に、数値が高い場合は、法定耐用年数を超過した管路を多く保有しており、管路

の更新等の必要性を推測することができます。 

 
今後、ゆるやかに上昇する

傾向にあることから、必要な

管路から更新を進めていかな

ければならない状況です。 

 ③管路更新率（％）（当該年度に更新した管路延長÷管路延長×100） 

当該年度に更新した管路延長の割合を示す指標で、管路の更新状況を把握できます。数値が

１％の場合、全ての管を更新するのに100年かかる 更新ペースであることを示しています。 

 
前年度より低下しています

が、これは、新水道ビジョン

策定前の時期にあり、主に道

路改良工事に併せた老朽管更

新を実施したためです。 

今後、更新時期を迎える管

路がさらに増えることから、

事業費の平準化を図り、計画

的かつ効率的な更新に努める

必要があります。 
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４ 現状分析の総括 

本市の水道事業は、経営比較分析表において、経常収支比率が100％を上回っています

が、料金回収率については100％を下回っています。給水にかかる費用を一般会計からの

繰入金により賄っている状況で、なおかつ類似団体平均を下回っている状況を鑑みると、

経営の改善に向けた取り組みを、様々な視点から考えていく必要があります。 

また、有収率は83.66％で、令和２年度より減少傾向にあります。これは主に配水管等

からの漏水が影響していると考えられます。 

さらに、施設利用率は、46.95％であり、今後は進行中の駅前開発事業、令和８年度に

予定される誘致工場の稼働開始等による水需要への影響も見つつ、施設の統廃合やダウン

サイジングの検討を行っていく必要があります。 

経営の安全性については、累積欠損金比率は０％です。流動比率は227.87％で類似団体

平均値を下回ってはいるものの、短期的な支払い能力については問題ない状況です。 

一方、企業債残高対給水収益比率は615.03％で、料金収入に対する企業債残高の割合が

類似団体平均を上回っています。 

施設の老朽化についてみてみると、有形固定資産減価償却率が40.74％であり、類似団

体平均を下回っています。管路については、管路経年化率が7.62％と類似団体平均を下回

っていますが、ゆるやかに上昇する傾向にあることから、必要な管路から更新を進めてい

かなければならない状況です。 

今後の経営の課題としては、料金回収率、有収率、施設利用率、企業債残高対給水収益

比率の改善といったこと等が挙げられます。 

将来にわたってお客様に安心安全な水道水を安定的に供給し続けられるよう、引き続き

経営最適化を図っていきます。 
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１ 給水人口の予測 

本市における令和７年度の給水人口の予測は33,481人で、５年後の令和11年度は2,648

人（約８％）、10年後の令和16年度には5,649人（約17％）の減少が予測されます。 

なお、給水人口の予測数は、各地域（湯沢・稲川・雄勝・皆瀬）の平成25年から令和４

年度までの10年間の住民基本台帳の人口をもとに「年平均増減率式（一定期間内における

増減の平均）」を用いて推定した各地域の人口の合計値です。 

給水人口等の予測 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 水需要の予測 

本市における令和７年度の一日平均給水量の予測は9,315㎥/日で、５年後の令和11年度

は737㎥/日（約８％）、10年後の令和16年度には1,572㎥/日（約17％）の減少が予測され

ます。 

なお、一日平均給水量の予測にあっては、令和５年度の給水人口一人当たりの給水量

に、前節で算出した給水人口の予測数を乗じて算出しています。 

一日平均給水量の予測 
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第 3 章 将来の事業環境  
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3 料金収入の予測 

本市における令和７年度の料金収入予測は818,216千円で、５年後の令和11年度には

64,713千円（約８％）、10年後の令和16年度には138,052千円（約17％）の減少が予測さ

れます。 

なお、料金収入の予測にあっては、令和５年度の給水人口一人当たりの年間料金に、

前々節で算出した給水人口の予測数を乗じて算出しています。 

料金収入の予測 

 

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和

2

年度

令和

3

年度

令和

4

年度

令和

5

年度

令和

6

年度

令和

7

年度

令和

8

年度

令和

9

年度

令和

10

年度

令和

11

年度

令和

12

年度

令和

13

年度

令和

14

年度

令和

15

年度

令和

16

年度

料金収入（千円） 900,068 888,831 865,424 852,747 835,371 818,216 801,598 785,224 769,193 753,503 738,229 723,224 708,561 694,143 680,164

料金収入増減（千円） 11,237 23,407 12,677 17,376 17,155 16,618 16,374 16,031 15,690 15,274 15,005 14,663 14,418 13,979

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

900,000

1,000,000 実績 

 

予測 

 

 



- 21 - 

4 施設の老朽化の見通し 

（１）施設の健全度の見通し 

このまま施設更新を行わない場合、令和23年度では土木構造物の健全度は77％、建築構

造物は22％となり、電気設備、機械設備、計装設備の健全度は０～１％となる見通しです。 

施設の健全度の見通し（令和 23 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【健 全 資 産】法定耐用年数以内の健全な資産 

【経年化資産】法定耐用年数を超過し、基準更新周期未満の資産 

【老朽化資産】基準更新周期を超過している資産 

 

 

 

 

 

  

土木構造物(配水池等) 建築構造物(管理棟等) 電気設備(流量計等) 

健全資産

77%

経年化資産

18%

老朽化資産

5%
健全資産

0%

経年化資産

10%

老朽化資産

90%

健全資産

22%

経年化資産

70%

老朽化資産

8%

健全資産

1%

経年化資産

12%

老朽化資産

87%

健全資産

0%
経年化資産

26%

老朽化資産

74%

計装設備(通信機器等) 機械設備(ポンプ等) 
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（2）管路の健全度の見通し 

管路更新を行わない場合、令和23年度では管路の健全度は33％となる見通しです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                               

                

                                                   

                                    

                                    

                                    

                                    

                                    

                                    

                                    

                                    

 

 

 

 

 

 

 

 

5 組織の見通し 

将来を見据えた水道事業を効率的かつ効果的に運営していくため、業務量に応じた適切

な人員配置を継続するだけでなく、業務内容に応じて、更なる民間業者への委託を検討す

る等、業務の効率性をさらに追求し水道事業の運営体制をより強固にしていきます。 

また、専門的な知識や技術を有する職員の確保と研修による技術継承に努めることにより、

今後の更新事業の増大や危機管理を踏まえた組織体制の強化を実現していきます。 

 

 

  

 

凡例

健全管
経年管、老朽管

(40年以上経過)

令和 23 年度 

健全度 33％ 



- 23 - 

 

 

１ 経営の基本方針 

本経営戦略は、「湯沢市水道ビジョン」における「未来へつなぐ 安心安全な湯沢のお

いしい水道水」の基本理念と、「安全」、「強靭」、「持続」の３つの基本方針を共有し

ます。 

 

【基本方針】

「安全」
いつでもどこでもおい

しい水が飲める水道

「強靭」
災害に強い

しなやかな水道

「持続」
いつまでも健全で

安定した水道

未来へつなぐ 安心安全な湯沢のおいしい水道水

基本理念

将来像

  

 
第 4 章 経営の基本方針 
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（１）「安全」いつでもどこでもおいしい水が飲める水道 

  水道水の「安全」については、水源の水質を保全し、適切な浄水処理を行い、水道水

の水質保持等を徹底することにより、「いつでもどこでもおいしい水が飲める水道」を

目指します。 

 ① 中央監視システムの改善 

  現在使用しているシステムは、湯沢管理事務所（関口水源地）以外での監視ができな

いことから、効率的なシステム（新システム）に更新し、現場や上下水道課内において

も迅速かつ確実な情報把握を可能とします。 

 

① 水道施設の統廃合 

  大雨や融雪等により浄水不良が起こりやすい施設や、渇水が原因で水源の確保が困難

になる施設等、施設の統廃合を行うことで、安全で安定した水の供給を図ります。 

統廃合の目標としては、現在31ある施設（事業）を、28施設（事業）に減少させるこ

ととします。 

 

② 未普及地域への対応 

安全な飲料水の確保については、地元の要望等を十分に把握することで、未普及地域

の解消の検討と地域の実情に応じた支援を進めていきます。 

  

 Ⅰ 監視体制の機能強化 

 Ⅱ 安全で安定した水の供給 
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① 浄水処理施設の改善と水質管理体制の充実 

本市ではこれまで、水質の安全確保を図るため、定期的な水質検査を行っています

が、クリプトスポリジウム等の耐塩素性病原生物が検出されたことはありません。 

しかしながら、水道水の安心安全を確保するため、関口浄水場に耐塩素性病原生物対

策施設を整備し、順次、他の浄水場への整備も検討していきます。 

 

（２）「強靭」災害に強いしなやかな水道 

施設の「強靭」については、老朽化した施設及び管路の計画的な更新により健全度を

保ち、水道施設の耐震化やバックアップ体制を構築することにより、水道施設が被災し

た場合であっても、迅速に復旧できる、「災害に強いしなやかな水道」を目指します。 

① 施設、管路の耐震化 

更新時期を迎える施設及び管路の耐震化を図り、地震に強い水道施設を構築します。 

≪数値目標≫施設及び管路の耐震化率 

 

 

 

 

 

 

① 施設、管路の計画的な更新 

１）施設、管路の計画的な更新 

今後、水道施設は更新ピークを迎えることから、予算の制約を考慮した計画的な更

新を実施し、将来にわたって安心安全な水道水を供給します。 

≪数値目標≫施設及び管路の健全度率 

 

 

 

 

 

  

 Ⅲ 水質の安全確保 

 Ⅰ 水道施設の強靭化 

 Ⅱ 水道施設の健全化 

目標項目 令和３年度実績 令和14年度目標

施設の耐震化率 27% 31%

管路の耐震化率 38% 45%

目標項目 令和３年度実績 令和14年度目標
実施しない場合

(令和14年度状況)

施設の健全度 80% 78% 62％まで減少

管路の健全度 94% 87% 84％まで減少
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２）湯沢地区上水道関口第１配水池の更新 

湯沢上水道の基幹的施設である関口第１配水池の老朽化が進行しているため、更新

します。 

また、管理用道路を整備し、維持管理の向上を図ります。 

 

  ① 危機管理体制の充実（中央監視システムの改善） 

水道施設の異常発生時に、現場や庁舎においても、迅速に情報把握が可能な監視シス

テムを整備します。 

また、応急給水体制は、これまで実施してきた給水訓練等に加え、民間事業者等との

合同訓練を行い、体制の強化を図ります。 

危機管理マニュアルは、災害対応への検証のほか、訓練等で培った知識や経験を反映

させ適時更新します。 

 

② 成瀬ダム利水を活用した取水、浄水施設の整備 

成瀬ダムからの利水を活用し、岩崎浄水場の取水及び浄水施設の機能増強を図り、湯

沢地区上水道の自然災害等のリスク回避に備えたバックアップ体制を構築します。 

 

③ 非常用発電装置の整備と電気式制御弁の改善 

１）稲川地区上水道浄水場の非常用発電機の整備 

稲川浄水場に非常用発電装置を整備し、長時間の停電による大規模な断水被害を防

ぎます。 

２）電気式制御弁の改善 

管路に設置している電気式制御弁は停電時には制御不能となることから、非電気式

制御弁へ更新することで、安定的な給水を確保します。 

 

（３）「持続」いつまでも健全で安定した水道 

水道事業の「持続」については、安定的な事業運営を継続するため、水道施設の効率化

や経営基盤強化のほか、官民連携等を含めた最適な事業形態の検討を進めます。また、人

材を育成することにより、水道技術、知識を高め組織力の強化を図り、「いつまでも健全

で安定した水道」の供給を目指します。 

① 水道施設の規模の適正化 

更新時期を迎える施設及び管路は、人口減少等による水需要の低下を考慮した、ダウン

サイジングの検討を行う等、適正規模で更新することにより水道施設の効率化を図りま

す。 

 Ⅰ 水道施設の効率化 

 Ⅲ 危機管理体制の強化 
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① 経営健全化に向けた財源の確保 

  経営健全化に向け、中長期的な経営の基本計画である「経営戦略」を策定し、これま

で以上に経営の効率化と経費削減を図りながら、水道事業運営のための資金確保と、水

道施設の更新事業を確実に実施するための財源確保に努めます。 

  水道料金の改定については、その検討を概ね３年から５年後を目途に行うことを考え

ながら、社会情勢の変化や施策の達成状況を見つつ、健全な経営を確保することができ

る公正妥当なものであるかの検証をしたのちに、検討を行っていきます。 

 

② 普及率の向上に向けたＰＲ活動の取り組み 

  多くの皆様に水道を使っていただけるよう「水道週間」や「出前講座」を通じて、改

めて「安心安全な湯沢のおいしい水道水」を市民の皆様にお伝えする等、ＰＲ活動に積

極的に取り組み、普及率の向上に努めます。 

 

③ アセットマネジメントの実践 

水道水を安定的に給水するためには、施設を健全に維持管理することが重要であり、

中長期的な視点で効率的な資産管理を行うアセットマネジメント（資産（アセット）を

効率よく管理・運用（マネジメント）する活動）を実践します。 

 

④ 広域連携への取り組み 

将来にわたり水道事業を継続していくために経営基盤強化の手段の一つとして、市町

村行政区域を越えた広域連携の考え方があります。 

令和５年３月には県から「秋田県水道広域化推進プラン」が発出されているほか、県

南地域においても毎年「県南地区水道事業事務・技術研究会」及び「県南地区水道事業

連携推進座談会」が開催されており、本市としては今後も継続的に参画し、広域連携の

メリット・デメリットのほか、事業効果等を検証しながら広域連携の協議を進めていき

ます。 

 

① 官民連携の推進 

  水道事業を継続し健全な経営を目指すうえで、官民連携は有効な手段の一つであり、

本市では、水道施設等運転管理業務や上下水道事業窓口等業務等を民間委託していま

す。今後、施設等の老朽化更新等の業務量が増える見込みであり、業務委託の拡充を図

るなど、さらなる業務の効率化に向けた検討を進めていきます。 

  

 Ⅱ 経営基盤強化 

 Ⅲ 業務の効率化 
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① 技術の継承と人材育成 

水道事業を安定的に持続するためには、水道技術や公営企業会計の仕組み等、長年の経

験や知識を備えた職員が欠かせません。そのためにはベテラン職員の技術やノウハウを若

手職員に継承していくことが重要となります。 

このため、職員の能力向上に向けた取り組みとして、先進地研修のほか資格取得等、研

修機会を積極的に活用し、人材育成を行うことで、組織力の強化を図ります。 

  

 Ⅳ 組織力の強化 
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２ 経営の基本方針のロードマップ 

   

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16
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道
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水
道

 Ⅲ 業務の効率化  ① 官民連携の推進

 Ⅳ 組織力の強化  ① 技術の継承と人材育成

 ④ 広域連携への取り組み

 Ⅱ 経営基盤強化

 ① 経営健全化に向けた財源の確保

 ② 普及率の向上に向けたＰＲ活動の取り組み

 ③ アセットマネジメントの実践

 Ⅰ 水道施設の効率化  ① 水道施設の規模の適正化

 ③ 非常用発電装置の整備と電気式制御弁の改善

 Ⅲ 危機管理体制の強化

 ① 危機管理体制の充実（中央監視システムの改善）

 ② 成瀬ダム利水を活用した取水、浄水施設の整備

 Ⅰ 水道施設の強靭化  ① 施設、管路の耐震化

 Ⅱ 水道施設の健全化  ① 施設、管路の計画的な更新

 ② 未普及地域への対応

 Ⅲ 水質の安全確保  ① 浄水処理施設の改善と水質管理体制の充実

 Ⅰ 監視体制の機能強化  ① 中央監視システムの改善

 Ⅱ 安全で安定した水の供給

 ① 水道施設の統廃合

実現方策
前期 後期

経営戦略における
基本方針実施スケジュール

（令和7年度から令和16年度まで）
施策目標

基本
方針
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１ 収支計画のうち投資についての説明  

「湯沢市水道ビジョン」の基本理念である「未来へつなぐ 安心安全な湯沢のおいし

い水道水」の実現に向け、基本方針に基づく水道施設等の更新を、財政収支の見通しの

もと、優先度に応じた投資を行い、かつ計画的な事業推進により水道事業の安定的な運

営を確保していきます。 

 

２ 収支計画のうち財源についての説明  

今後も、投資を計画的に実施するため、有利な補助金や企業債などを活用し、財源の 

確保に努め、持続可能で安定した経営を目指します。 

 

 【地方公営企業会計の仕組み】 

地方公営企業会計の収支は、営業活動に伴い発生する収益的収支と将来の経営活動に備

えて行う施設整備費用等が計上される資本的収支の２本立てになります。 

収益的収支によって毎年度の経営成績が黒字又は赤字となって表されます。 

 経営の仕組みは収益的収支で得た資金を使い水道施設等を整備し、その施設を利用して、

料金収入を得るというサイクルにより経営を維持しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

収
益
的
収
支
と
資
本
的
収
支
の
イ
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ー
ジ
図 

 

  

 
第 5 章 投資・財政計画（収支計画） 

収入 支出 収入 支出

純利益

企業債

企業債利子

※1　現金の支出を伴わない経費　※２　人件費、施設管理など　※３　水道管整備費など

収益的収支 資本的収支

水道料金

収支不足 建設改良費
※３減価償却費

※1

維持管理費
※２ 企業債償還金一般会計

繰入金等
一般会計
繰入金等

収益的収支で

得た資金

整備した施設を使い事業運営
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３ 投資・財政計画 

投資・財政計画では、アセットマネジメントにおける40年間の財政収支見通しに基づ

き、経営健全化に向けた財源確保のため、次の基本条件を基に、今後10年間の収益的収支

及び資本的収支の4見通しについて、シミュレーションを行いました。 

本市の水道料金単価は、秋田県内でも高額な水準となっていますが、中長期的な財政収

支を見通し、一般会計への負担の程度を考慮しながら、3年から5年を目途に、適正な水準

の水道料金と料金改定の必要性を検討します。 

料金改定の時期については、今後の水道事業の決算状況や市の財政状況を踏まえ、本市

の水道事業を継続していくために必要かつ市民の理解が得られる適切な時期に行うことと

します。 

 

 

 

基　　本　　条　　件
ケース
Ａ

ケース
B

ケース
C

収
益
的
収
支

水道料金 改定なし
４年ごとに

10％ずつ改定
（年あたり2.5％）

４年ごとに
20％ずつ改定
（年あたり5％）

※

損益不足分を基準外繰入金で補填一般会計繰入金

職員数 現状維持

純利益

※【一般会計繰入金】…収支不足を補填するため他方の会計から充当される資金。

5千万円以上を維持

資
本
的
収
支

企業債借入 起債対象事業費の90％相当額

企業債残高 80億円以下（上限額、給水収益の10倍）

国庫補助金 活用

 【説明Ⅰ】 投資・財政計画の見通しの基本条件 
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本計画終期の令和 16 年度には、収益的収入 12.8 億円、収益的支出 12.3 億円を見込ん

でいます。 

人口減少等に伴う料金収入の減少、物価上昇、施設の老朽化による維持管理費や施設更

新等による減価償却費の増加により不足がある場合は、一般会計繰入金で補填する計画と

していますが、令和７年度から令和16年度までの各年度の水道事業の純利益は、５千万円

以上を見込んでいます。 

 

① ケースＡ 水道料金改定なし 

料金収入が減少し、収益的支出が増加する一方、収益的収入に対する一般会計繰入金へ

の依存度は年々高くなり、令和16年度の収益的収入のうち一般会計繰入金が占める割合は

32％程度になることが見込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② ケースＢ 水道料金を４年ごとに 10％ずつ改定（年あたり 2.5％） 

水道料金の改定により一般会計繰入金への依存度は料金改定後に一時的に低くなるもの

の、本計画終期の依存度は料金改定前と同程度になり、令和16年度の収益的収入のうち一

般会計繰入金が占める割合は21％程度になることが見込まれます 
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 【説明Ⅱ】 収益的収支の見通し 
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③ ケースＣ 水道料金を４年ごとに 20％ずつ改定（年あたり５％） 

水道料金の改定により料金収入は段階的に増加傾向を示し、一般会計繰入金への依存度

は料金改定前に比べて低くなり、令和16年度の収益的収入のうち一般会計繰入金が占める

割合は9％程度になることが見込まれます。 
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本計画終期の令和16年度には、資本的収入4.1億円、資本的支出10.2億円を見込んでい

ます。 

企業債（借入金）等を財源とし、不足する額は収益的収支で得た資金で補填する計画と

しています。 

なお、資本的収支の見通しは、どのケースにおいても同じ結果となります。 

企業債残高は、経営戦略期間中に減少し、令和16年度で39.5億円となり、令和4年度と

比較して82％程度まで減少します。 

 

 

 

 

  

 【説明Ⅲ】 資本的収支の見通し 
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投資・財政計画 

 

ケース A  

水道料金の改定なし 
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投資・財政計画 

 

ケース B  

水道料金を４年ごとに 10％ずつ改定 

（年あたり 2.5％） 
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投資・財政計画 

 

ケース C  

水道料金を４年ごとに 20％ずつ改定 

（年あたり 5％） 
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投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や、今後検討予定の取組の概要については、

次のことを検討していきます。 

 

１ ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進  

ＤＸとは、デジタルと変革を意味するトランスフォーメーションの造語です。デジタ

ル化は業務の効率化が目的ですが、ＤＸはデジタルを手段として、デジタル時代に合う

ように既存の組織や事業・サービスを変革することが目的です。 

そこで、本市でも業務効率化、経費削減、お客様サービスの向上等のため、新しい技

術やその効果的な導入事例について情報収集を行い、導入効果が高いと判断したシステ

ムや設備の導入の検討を進めていきます。  

 

（１）スマートメーターの導入 

遠隔地の検針を可能にするスマートメーターの施設管理への活用は、早期の漏水発

見等、お客様サービスの大きな向上につながることから、導入の検討を行います。 

 

（２）衛星通信技術の導入 
本市に多い山間部の水道施設や管路における工事、災害対応等の際の通信確保のた

め、近年利便性が向上しつつある衛星通信技術を活用した通信手段の導入について検

討を行います。 

 

２ ＧＸ（グリーントランスフォーメーション）の推進  

ＧＸとは、グリーンと変革を意味するトランスフォーメーションの造語です。化石エ

ネルギー中心の産業・社会構造を、グリーン（自然に配慮したもの）なエネルギー中心

の構造に転換していき、脱炭素社会を目指す取り組みを通じて経済社会システム全体の

改革に取り組むことです。 

水道事業では、水道水の供給過程でポンプ等の運転により電力をはじめとする多くの

エネルギーを消費し、温室効果ガスを排出しています。 

 

（１）省エネルギー施設の導入 

水道ビジョンでは、施設及び管路は、人口減少による水需要の低下を考慮した、ダ

ウンサイジングの検討を行うなど、適正規模で更新することにより水道施設の効率化

を進めていきます。 

これはエネルギー消費を削減し、温室効果ガスの排出量を削減する取り組みとなる

ものです。 

 

 

 

 

  

 

第６章 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や 

今後検討予定の取組の概要 
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３ 民間活力のさらなる活用 

（１）ウォーターPPP 
ＰＰＰとは、官と民が連携して公共サービスの提供を行う事業の枠組みのことです。 

本市の水道事業では、水道施設運転管理等業務や上下水道事業窓口業務などに包括

的民間委託を導入し、官民が連携して公共サービスの提供を行うことで、人口減少に

より脆弱化した執行体制を補完し、業務の効率化に努めてきました。 

しかし、老朽化施設の改築更新需要の増大に対応できる技術職員の減少が続いてお

り、脆弱化した執行体制を補完し、持続可能な執行体制を構築する新たな手法が必要

です。 

国では、令和５年度に持続可能な上下水道事業の新たな官民連携の手法として「ウ

ォーターＰＰＰ」を新設し、その導入を推進しているところであり、本市の下水道事

業においても有効な選択肢のひとつとして検討します。 

「ウォーターＰＰＰ」には２つの方式があるため、「上下水道一体」でメリットと

デメリットを検討し、本市の課題解決に最適の方式と導入の可能性を調査します。 

 

【ウォーターＰＰＰの２つの方式と要件】 

［コンセッション方式の要件（レベル4.0）］  

⑴ 長期契約（10～20年） 

⑵ 性能発注 

⑶ 維持管理と更新の一体マネジメント 

⑷ 運営権設定 

⑸ 利用料金直接収受 

 

［管理・更新一体マネジメント方式の要件（レベル3.5）］ 

⑴ 長期契約（原則10年） 

⑵ 性能発注 

⑶ 維持管理と更新の一体マネジメント 

⑷ プロフィットシェア 

 

４ 上下水道一体での地震対策 

（１）水道管路・施設の耐震化 
令和６年能登半島地震においては、耐震化の未実施により、浄水場や浄化センターな

どの基幹施設やこれらに直結する管路施設の被災により、広範囲で断水や下水道の滞水

が発生し、上下水道で復旧が長期化しました。 

国土交通省等では、今後災害に強く持続可能な上下水道システムの構築を目指し、上

下水道の地震対策を強化・加速化する方針を掲げています。 

本市でも、国の支援制度を十分に活用しながら、上下水道システムの「急所となる基

幹施設」や「避難所などの重要施設」に接続する上下水道管路の一体的な耐震化・強靭

化を推進していきます。 
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１ 進捗管理について（ＰＤＣＡサイクル） 

  

 

  

本経営戦略で示した施策を着実に実施することで、安定経営に向けた水道事業を展開し

てまいります。 

計画の見直しにあたっては、計画に対する進捗状況の確認を行い、乖離があった場合は

その原因を分析するとともに、改善点を反映する等、ＰＤＣＡサイクルを活用します。 

なお、ＰＤＣＡサイクルの実践にあたっては、社会情勢を的確に捉えながら、水道ビジ

ョン、アセットマネジメントや財政計画など、様々な手段を用いて連関させ評価・検証を

行います。 

 

  

・検証結果を踏まえた改善

・計画の見直し

・検証、進捗状況の確認

・新たなニーズの把握

・課題の抽出

・計画の策定

・目的の設定

・計画の実行

・進捗状況の管理

A P

C D

「Ａction」 「Ｐlan」

「Ｃheck」 「Ｄo」

  

 
第 7 章 今後のフォローアップ 
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１ 「未来へつなぐ、安心安全な湯沢のおいしい水道水」を実現するために 

水道は市民生活及び社会経済活動に欠かすことができない重要なライフラインであり、

安心・安全な水道水を安定して供給し続けることが求められます。 

本市の水道事業は、今後の社会情勢の変化によって、人口減少等に伴う料金収入の減少

と施設等の更新にかかる事業費の増大も見込まれ、経営環境が一段と厳しさを増していく

ことも予想されます。 

水道事業の経営健全化に向け、事業運営を確実に実施するための財源の確保、業務の効

率化及び組織力の強化のための取り組みを様々な視点から考えていく必要があります。 

水道料金についても適正な料金体系の在り方について継続的に検証を行っていきます。 

また、本経営戦略で示した施策を着実に実施するとともに、水道事業をとりまく社会情

勢を的確に捉えながら、必要に応じて計画の見直しを行っていきます。 

  

 
第８章 経営戦略の総括 
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湯沢市水道事業経営戦略の策定と持続する水道サービスの実現に向けて 

 

湯沢市公営企業アドバイザー 

早稲田大学研究院准教授 

早稲田大学水循環システム研究所主任研究員 

佐藤 裕弥 

 

このたび『湯沢市水道事業経営戦略』の改定が行われました。この経営戦略は、水道事

業マスタープランである「湯沢市水道ビジョン」（令和５年３月策定）で掲げた基本理念、

基本方針及び施策目標を実現するための経営の方向性を示すものであり、経営健全化に向

けた中長期的な経営の基本計画に位置付けられます。経営戦略の計画期間は、令和７年度

から令和16年度までの10年間です。 

今回まとめられた経営戦略は、「湯沢市水道ビジョン」における「未来へつなぐ 安心

安全な湯沢のおいしい水道水」の基本理念と、「安全」、「強靭」、「持続」の３つの基

本方針を共有し、その実現方策を明確に示すものであり、この実現方策を着実に実施する

ことによって、湯沢市の水道利用者に対する水の供給を維持・継続し続けることを目的と

しています。 

日本の水道事業は、現在、人口減少による外部経営環境の変化の中で、老朽化した水道

施設の更新や耐震化、職員の技術継承などを推進しなければならない状況に置かれており、

湯沢市もその例外ではありません。そのため湯沢市の地域の実情に即した実現方策が必要

とされており、その方策を経営戦略として示しています。 

この実現方策を達成するためには、すなわち湯沢市の水道利用者を守り続けるためには、

水道料金の適正化についても取り上げるとともに、それに基づいた投資・財政計画も示し

ています。さらに、今後検討予定の取り組みとして、「ＤＸ（デジタルトランスフォーメ

ーション）の推進」、「ＧＸ（グリーントランスフォーメーション）の推進」、民間活力

のさらなる活用としての「ウォーターＰＰＰ」、そして「上下水道一体での地震対策」が

明記された点では、非常に先進的な取り組みが含まれています。こうした先進的な検討を

進めることは、単に国や時代の要請に応えるといった消極的なものではなく、湯沢市の水

道事業の持続を目指した積極的・意欲的なものといえます。 

なお、今回の経営戦略の策定にあたっては、関係職員ばかりではなく、湯沢市上下水道

事業懇談会、そして水道利用者や国・県などの意見なども取り入れられ

るような仕組みを講じて進めてきました。ぜひ今回の経営戦略の実現に

よって、将来に向かって「安全」「強靭」「持続」を水道利用者に約束

する水道事業となるよう期待いたします 

令和７年３月 

  



- 64 - 

［参考資料］ 

 

水道事業経営戦略の策定過程等 

 

 

  資料１  湯沢市上下水道事業懇談会の開催状況 

 

  資料２  湯沢市上下水道事業懇談会委員名簿 

 

  資料３  湯沢市上下水道事業懇談会要綱 

 

 

 

 資料１  湯沢市上下水道事業懇談会の開催状況 

 

 開催年月日 内 容 

第１回 令和６年１２月６日（金）  水道事業経営戦略（素案）について 

 

 

 

 資料２  湯沢市上下水道事業懇談会委員名簿 

 

№ 職 氏 名 区 分 

１ 座 長 山脇 幹 要綱第３条(１) 水道及び下水道等の使用者 

２ 副座長 古関 雄大 要綱第３条(１) 水道及び下水道等の使用者 

３ 委 員 佐藤 美佳子 要綱第３条(１) 水道及び下水道等の使用者 

４ 委 員 簗瀬 和子 要綱第３条(１) 水道及び下水道等の使用者 

５ 委 員 山下 知之 要綱第３条(２) 学識経験者 

６ 委 員 佐藤 敏洋 要綱第３条(２) 学識経験者 

７ 委 員 髙嶋 江美子 要綱第３条(３) 地域自治組織等 

任 期：令和６年７月９日から令和７年３月31日 
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 資料３  湯沢市上下水道事業懇談会要綱 

 

○湯沢市上下水道事業懇談会要綱 

令和４年５月31日 

上下水道事業告示第３号 

（設置） 

第１条 本市が実施する水道事業並びに下水道、農業集落排水及び浄化槽（以下「下水道

等」という。）の各事業について、今後の経営等のあり方、取り組むべき課題及びその

方策について、意見を聴取し、その内容を各事業に反映させるため、湯沢市上下水道事

業懇談会（以下「懇談会」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 懇談会は、水道事業及び下水道等の事業に関し意見を述べ、又は提言を行うもの

とする。 

（組織） 

第３条 懇談会は、委員７人以内で組織し、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(１) 水道及び下水道等の使用者 

(２) 学識経験者 

(３) 湯沢市まちづくり支援要綱（平成17年湯沢市告示第105号）第２条第１号に規定

する地域自治組織又は市民団体から推薦された者 

(４) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱の日から同日の属する年度の末日までとする。ただし、再任

を妨げない。 

２ 委員に欠員が生じた場合の後任委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（座長及び副座長） 

第５条 懇談会に座長及び副座長１人を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 座長は、懇談会を代表し、会務を総理する。 

３ 副座長は、座長を補佐し、座長に事故があるとき、又は座長が欠けたときは、その職

務を代理する。 

（会議） 

第６条 懇談会の会議（以下「会議」という。）は、座長が招集し、会議の議長となる。

ただし、初回の会議は市長が招集するものとする。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 座長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、意見又は説明

を求めることができる。 

（庶務） 

第７条 懇談会の庶務は、建設部上下水道課において処理する。 

（委任） 

第８条 この告示に定めるもののほか、懇談会の運営に関し必要な事項は、座長が会議に

諮って定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、令和４年５月31日から施行する。 

（湯沢市建設部上下水道課所管公共事業の評価等の実施に関する要綱の廃止） 
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２ 湯沢市建設部上下水道課所管公共事業の評価等の実施に関する要綱（平成23年湯沢市

水道事業告示第２号）は、廃止する。 
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